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附則

北海道は、国土の２２パーセントを占める広大な面積を有し、積雪寒冷という厳

しい自然環境の下、多くの先人の英知と努力を傾注して今日まで発展してきた。

北海道議会は、明治３４年に３５名の議員により北海道会として開設され、幾多の

変遷を経て、昭和２２年、地方自治法に基づく新たな地方自治体の議決機関として、

現在の北海道議会が誕生し、平成１３年に開設１００年を迎えた。

平成１２年にいわゆる地方分権一括法が施行され、また、平成１８年に制定された

いわゆる道州制特区推進法の対象区域に、我が国で初めて北海道が選定されたこ

とは画期的なことであり、北海道において、地方自治を更に発展させて、地域の

ことは地域の責任の下に決定する分権型社会を実現していくためには、道民、北

海道議会及び知事その他の執行機関がそれぞれの役割と責任を自覚し、連携を深
ひら

めることによって、新しい時代の進路を拓いていくことが求められている。

近年、北海道においては、少子高齢化の一層の進行に加え、厳しい雇用情勢や、

大都市と地方の格差、道財政の健全化等多くの課題が山積し、これらの課題の解

決のためにも、北海道議会の果たす役割はますます重要になってきている。

北海道議会は、多様化する道民のニーズにこたえるために、議決機関として、

及び知事その他の執行機関に対する監視機関としてその責務を深く自覚し、道民

に対する必要な情報の公開と説明責任を果たしながら、不断の改革と研さんに努

めるとともに、道州制を展望したあるべき議会の姿を追求し、道政の各分野にわ

たり積極的に政策の提言を行うため、政策立案機能の強化を図っていかなければ

ならない。

ここに、我々は、道民の負託に全力でこたえていくことを決意し、北海道議会

におけるあらゆる条例、規則等の基礎となる最高規範として北海道議会基本条例

を制定する。

第１章 総則

（目的）

第１条 この条例は、北海道議会（以下「議会」という。）の運営に関し、基本

的な理念及び原則を定めるとともに、北海道議会議員（以下「議員」という。）

の職務や責務等を明らかにすることによって、地方分権の進展に対応した主体

的な議会運営を確立し、もって道民の負託にこたえ、道民生活の向上及び北海

道の発展に寄与することを目的とする。
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（基本理念）

第２条 議会は、道民から選出された議員で構成される議決機関であるとともに、

知事その他の執行機関（以下「知事等」という。）を監視し、並びに政策の立

案及び政策の提言（以下「政策立案等」という。）をする機関として、道民の

意思及び意見（以下「道民意思等」という。）を道政に反映させるため、公平

かつ公正な議論を尽くすとともに、北海道にふさわしい真の地方自治の実現を

図るため、不断の改革を推進するものとする。

第２章 議会の役割及び活動

（議会の使命）

第３条 議会は、本会議及び委員会での審議をはじめとした多様な議会活動を通

じて、道民意思等を道政に反映し、議決により道としての意思を確定するもの

とする。

（議会の説明責任等）

第４条 議会は、審議等の情報公開を積極的に推進し、議会活動の透明性を高め

るとともに、道民に対し説明する責任を負うものとする。

（議会運営の原則）

第５条 議会は、公平かつ公正な運営を原則とするとともに、道民に開かれた運

営を行わなければならない。

２ 議会は、合議制機関として、円滑かつ効率的な運営に努めなければならない。

３ 議会は、道政上の課題等に的確かつ機動的に対応するため適宜開会するなど、

年間を通じた議会運営に努めるものとする。

４ 議会は、質疑又は質問（以下「質疑等」という。）について、必要に応じ、

一問一答方式を実施するなど、論点を明確にし、道民に分かりやすくするよう

努めるものとする。

５ 知事等は、議長又は委員長の許可を得て、質問者に対して答弁に必要な範囲

内において質疑等の趣旨を確認するための発言をすることができる。

６ 議会は、会議案や意見案等の審議に際し、積極的な議員相互の討議が行われ

るよう努めるものとする。

（委員会）

第６条 委員会は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第

１０９条第４項、第１０９条の２第４項及び第１１０条第４項の規定により、道の事務

等の調査、付託された議案、請願等又は事件の審査等を行う。

２ 委員会は、設置目的に応じた機能が十分発揮されるよう運営しなければなら

ない。

３ 委員会は、道民に開かれた運営に資するため、会議を原則として公開する。

４ 委員会は、災害等への迅速な対応又は地域の課題に係る調査のため、必要に

応じ、会議を関係市町村で開催することができるものとする。

（検討組織の設置）

第７条 議会は、本会議及び委員会の審議等によるほか、道政の課題及び議会運

営に関して必要がある場合には、法第１００条第１２項の規定により、議員で構成

する検討組織を設置し、審査、調査、協議等を行うことができるものとする。

（調査）

第８条 議会は、法第１００条第１項の規定により、議案又は道の事務に関する調

査を行うほか、道政及び議会運営に関する具体的な課題の解決に資するため、

必要な調査を行うものとする。

第３章 議員の役割及び活動

（議員の使命）

第９条 議員は、不断に道政の課題の把握に努めるとともに、公益性又は公平性

の見地から、北海道全体の発展及び道民生活の向上のため、本会議の質疑等を

通じ道民意思等の適切な反映に努めなければならない。

２ 議員は、自らの資質向上のため、不断の研さんに努めなければならない。

３ 議員は、道民の代表としての自覚及び責任感を持ち、議員の品位及び自律の

精神を保持しなければならない。

（道民に対する説明責任等）

第１０条 議員は、道民意思等を道政に適切に反映させるため、日ごろから、積極

的に道民意思等の把握に努めるとともに、自らの議会活動について、道民への

説明に努めなければならない。

（議員の活動）

第１１条 議員は、道民生活の向上に資するため、合議制機関である議会を構成す

る一員として、次に掲げる活動を行うものとする。

� 議会の本会議、委員会及び議案の審査又は議会の運営に関し協議又は調整

を行うための場で審議、審査等を行うこと。
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� 道の政策形成に関わる調査、企画、立案、提言等を行うこと。

� 道の政策形成に必要な情報収集、道民意思等の調査、住民との意見交換等

を行うこと。

� 道政上の課題等の把握を行うため、道民意見の聴取及び意見交換等を行う

こと。

� 知事等が主催し、又は共催する式典その他の公的行事に出席をすること。

� 議会等が主催し、又は共催する研修会及び諸活動に参画をすること。

	 災害等における緊急的な調査活動等を行うこと。


 会派又は特定の道政の課題について調査研究を行う団体（以下「議員連盟」

という。）が主催する活動に参加をすること。

� その他道政運営上必要と認められる活動を行うこと。

（研修及び調査研究）

第１２条 議員は、議案の審査、政策立案等に必要な研修に参加し、及び調査研究

に取り組むとともに、議員派遣等の制度の活用に積極的に努めるものとする。

（政務調査費）

第１３条 第１１条に規定する議員の活動に係る調査研究に資するために交付を受け

た政務調査費について、使途の透明性を確保するため、公開するものとする。

（資産等の公開）

第１４条 議員の資産等の公開については、政治倫理の確立を期し、もって民主政

治の健全な発達に資するため、政治倫理の確立のための北海道議会議員の資産

等の公開に関する条例（平成７年北海道条例第３７号）により、積極的に行うも

のとする。

（会派）

第１５条 議員は、議会活動を円滑に遂行するために、会派を結成することができ

る。

２ 会派は、議会内の議員団体として政策立案等を行うほか、所属する議員の活

動を支援するものとする。

３ 会派は、その会議を主催するほか、政策調査、予算要望等の実施主体となる

ことができる。

４ 議会は、会派間の協議が必要と認めたときは、協議の場を設けることができ

る。

（議員連盟）

第１６条 議員は、議員連盟を結成することができるものとする。

２ 議員連盟は、調査研究等の活動を効率的に行うとともに、活動の成果を議会

活動に反映するよう努めるものとする。

第４章 道民との関係

（道民意思等の反映）

第１７条 議会は、道民意思等を把握し、道政に反映させるために、公聴会の開催、

参考人の招致等を積極的に活用するよう努めるとともに、請願等については、

速やかに審査し、その結果に基づき必要な措置を講ずるものとする。

（広報及び広聴）

第１８条 議会は、道民に開かれた議会を実現するため、その諸活動に関して多様

な媒体を活用して積極的な広報及び広聴に努めるものとする。

（議会活動に関する資料の公開）

第１９条 議会は、北海道議会情報公開条例（平成１１年北海道条例第１８号）により、

積極的に議会活動に関する資料を公開するものとする。

第５章 知事等との関係

（知事等との関係の基本原則）

第２０条 議会は、二元代表制の一翼として、議決権を有し、知事等が執行権を有

するという互いの役割を尊重しつつ、適切な関係を保持しながら共通の目標で

ある道民生活の向上及び北海道の発展のため、自らの機能を有効に発揮しなけ

ればならない。

（監視及び評価）

第２１条 議会は、知事等の事務執行が適正に、かつ、公平性及び効率性をもって

行われているか監視し、必要と認める場合には、適切な措置を講ずるよう促す

ものとする。

２ 議会は、知事等の事務執行の効果及び成果について評価し、必要と認める場

合には、適切な対応を講ずるよう促すものとする。

（政策立案等）

第２２条 議会は、議員提案による条例の制定、決議等を通じて、政策立案等を積

極的に行うものとする。

第６章 議会改革
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（議会改革）

第２３条 議会は、地方分権の進展等に対応するため、自らの改革に不断に取り組

むものとする。

２ 議会は、前項に規定する取組を行うため、法第１００条第１２項の規定により、

議員で構成する検討組織を設置するものとする。

（議員定数等）

第２４条 議会は、議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員

の数について、道民意思等が的確に反映されるよう不断の見直しを行うものと

する。

（議会事務局等）

第２５条 議長は、議会の政策立案機能を強化させ、議会活動を円滑かつ効率的に

行うため、専門的な知識経験を有する職員の配置及び育成を行うなど議会事務

局の機能強化に努めるものとする。

２ 議会は、議員の調査研究に資するため、図書室の充実強化に努めるものとす

る。

第７章 補則

（他の条例との関係）

第２６条 この条例は、議会の運営に関する基本的事項を定める条例であり、議会

における他の条例、規則等を制定し、又は改廃する場合においては、この条例

との整合性を確保するものとする。

（検討）

第２７条 議会は、この条例の施行後、道民の意見、社会情勢の変化等を踏まえ、

この条例の施行の状況等について検討を加え、その結果に基づいて必要な措置

を講ずるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第１３条の規定は、平成２２年４月

１日から施行する。

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。

平成２１年７月１０日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第７６号

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例の一部を改正する条

例

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条例（平成１３年北海道条例第

４１号）の一部を次のように改正する。

第１０条を次のように改める。

（議長の調査）

第１０条 議長は、政務調査費の適正な運用を期すため、収支報告書及び領収書等

の写しに関し、必要な調査を行うものとする。

２ 議長は、前項の調査の遂行を補佐させるため、議長が指名する３名以内の学

識経験を有する者をもって構成する北海道議会政務調査費調査等協議会（以下

「協議会」という。）を置く。

３ 議長は、収支報告書及び領収書等の写しに関し、協議会に必要な調査等を行

わせることができる。

４ 協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、議長が定める。

附 則

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。

２ この条例による改正後の北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する条

例の規定は、この条例の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、

同日前に交付した政務調査費については、なお従前の例による。

北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数

に関する条例の一部を改正する条例をここに公布する。

平成２１年７月１０日

北海道知事 高 橋 はるみ

北海道条例第７７号

北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員

の数に関する条例の一部を改正する条例

北海道議会議員の定数並びに選挙区及び各選挙区において選挙すべき議員の数

に関する条例（平成１４年北海道条例第６６号）の一部を次のように改正する。
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第２条中「空知支庁所管区域」を「空知総合振興局所管区域」に、「上川支庁

所管区域」を「上川総合振興局所管区域」に、「石狩支庁所管区域を」を「石狩

振興局所管区域を」に、「石狩市・石狩支庁所管区域」を「石狩市・石狩振興局

所管区域」に改める。

別表中

「
渡島支庁所管区域
檜山支庁所管区域
後志支庁所管区域
空知支庁所管区域
上川支庁所管区域
留萌支庁所管区域
宗谷支庁所管区域
網走支庁所管区域
胆振支庁所管区域
日高支庁所管区域
十勝支庁所管区域
釧路支庁所管区域
根室支庁所管区域

３人
１人
３人
４人
３人
１人
１人
３人
２人
２人
４人
２人
１人

」

を

「
空知総合振興局所管区域
後志総合振興局所管区域
胆振総合振興局所管区域
日高振興局所管区域
渡島総合振興局所管区域
檜山振興局所管区域
上川総合振興局所管区域
留萌振興局所管区域
宗谷総合振興局所管区域
オホーツク総合振興局所管区域
十勝総合振興局所管区域
釧路総合振興局所管区域
根室振興局所管区域

４人
３人
２人
２人
３人
１人
３人
１人
１人
３人
４人
２人
１人

」

に、
「

石狩市・石狩支庁所管区域

２人
」
を
「

石狩市・石狩振興局所管区域

２人
」
に改める。

附 則

この条例は、北海道総合振興局及び振興局の設置に関する条例（平成２０年北海

道条例第７８号）の施行の日から施行する。

道 議 会 告 示

北海道議会告示第４号

平成１３年北海道議会告示第１号（北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程）
の一部を次のように改正する。
平成２１年７月１０日

北海道議会議長 石 井 孝 一
北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程の一部を改正する規程

北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程（平成１３年議会告示第１号）の一部
を次のように改正する。
第１条の次に次の１条を加える。

北 海 道 公 報 号外第��号 ５平成２１年７月１０日（金曜日）



（政務調査活動の定義）
第１条の２ 政務調査活動（条例第２条の規定により交付された政務調査費をもって経費に
充てることができる活動をいう。）は、北海道議会基本条例（平成２１年北海道条例第７５
号）第１１条に掲げる活動に係る調査研究とする。
第４条に次の２項を加える。
２ 前項の使途基準に関する運用方針は、別に定める。
３ 会派及び議員は、政務調査費の支出に当たっては、前項の運用方針を尊重しなければな
らない。
第５条第１項中「よらなければならない」を「別に定める書類を添付して行わなければな
らない」に改める。
第８条を第９条とし、第７条を第８条とし、第６条の次に次の１条を加える。
（議長の調査）
第７条 議長は、条例第１０条第１項の規定により、収支報告書及び領収書等の写しの確認を
行うとともに、条例第８条の使途基準に従い使用されているかについて調査等を行う。
２ 前項の確認及び調査等（収支報告書に係るものを除く。）は、年２回以上行うものとす
る。
別表第１及び別表第２広報費の項中「広報費」を「広聴広報費」に、「広報活動」を「広
聴広報活動」に改める。

附 則

１ この規程は、平成２２年４月１日から施行する。
２ この規程による改正後の北海道議会の会派及び議員の政務調査費に関する規程の規定は、
この規程の施行の日以後に交付する政務調査費について適用し、同日前に交付した政務調
査費については、なお従前の例による。

６北 海 道 公 報 号外第��号平成２１年７月１０日（金曜日）
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